
 

 

 

業務及び財産の状況に関する説明書 

【2024 年 3 月期】 
 

 

 

 

 

   この説明書は、金融商品取引法第４６条の４の規定に基づき、全ての営業所若し 

くは事務所に備え置いて公衆の縦覧に供するため、又はインターネット等で公表す 

るために作成したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

静銀ティーエム証券株式会社 



-  - 

 

1 

Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項  

１．商 号               静銀ティーエム証券株式会社 

                  ［英文名：SHIZUGIN TM SECURITIES CO.,LTD．］ 

                                   本社所在地：〒420-0853 静岡市葵区追手町 1番 13 号 

 

２． 登 録 年 月 日               平成 １９年 ９月 ３０日 

 （ 登 録 番 号 ）            （東海財務局長（金商）第 １０ 号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年    月 沿        革 

2000 年 12 月 

2001 年  5 月 

 

2001 年 7 月 

2002 年 4 月 

2002 年 7 月 

2002 年 12 月 

2003 年 2 月 

2003 年 3 月 

2003 年 3 月 

2003 年 5 月 

2003 年 9 月 

2004 年  7 月 

2004 年 12 月 

2005 年  5 月 

2005 年 9 月 

2006 年 6 月 

2007 年 4 月 

2007 年 11 月 

2008 年 7 月 

2010 年 4 月 

 

2010 年 5 月 

2011 年 1 月 

2011 年 2 月 

2013 年 8 月 

2014 年 3 月 

2015 年 1 月 

 

2015 年 3 月 

2018 年 2 月 

2019 年 2 月 

2020 年 4 月 

2021 年 2 月 

 

2021 年 4 月 

2022 年 10 月 

2023 年 10 月 

会社設立 

証券業登録、日本証券業協会加入、 

日本投資者保護基金加入 

本店営業部（静岡市）、沼津支店、浜松支店にて営業開始 

有価証券の元引受業務に係る認可取得 

清水支店、富士支店、掛川支店開設 

三島支店開設 

藤枝支店開設 

磐田支店開設 

資本金 30億円に増資 

島田支店開設 

熱海支店、浜松北支店開設 

本店営業部を静岡銀行呉服町支店内に移転 

静岡銀行が当社を委託証券会社として証券仲介業開始 

沼津支店を静岡銀行沼津支店内に移転 

浜松支店を浜松センタービルに仮店舗移転 

藤沢支店（神奈川県）開設 

浜松支店をアゴラ浜松ビルに移転 

サポートセンター開設 

藤枝支店を仮店舗に移転 

本店営業部東静岡証券プラザ開設 

富士支店を静岡銀行吉原支店新店舗内に移転 

藤枝支店を静岡銀行藤枝駅支店内に移転 

浜松西支店開設 

沼津支店を静岡銀行沼津駅北支店内に移転 

藤沢支店中山営業所開設 

浜北中央支店開設 

横浜支店開設、中山営業所廃止 

藤沢支店を横浜支店藤沢営業所に名称変更 

富士支店を静岡銀行富士中央支店内に移転 

浜松支店蜆塚相談ブースを静岡銀行蜆塚支店内に開設 

静岡駅南支店開設、本店営業部東静岡証券プラザ廃止 

横浜支店をスカイビルに移転 

横浜支店小田原営業所開設、藤沢営業所廃止 

浜松支店蜆塚相談ブース廃止 

山梨本店開設 

持株会社体制移行により、主要株主を変更 

名古屋本店開設 
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  (2) 経営の組織 

     

横浜支店

株

主

総

会

取

締

役

会

社

長

監

査

役

経

営

会

議

等

営

業

店

営

業

本

部

内

部

監

査

部

門

本店営業部

島田支店

藤枝支店

静岡駅南支店

清水支店

沼津支店

熱海支店

富士支店

三島支店

横浜支店小田原営業所

掛川支店

浜松支店

磐田支店

浜松北支店

浜松西支店

浜北中央支店

商品部

営業推進部

仲介業務グループ

サポートセンター

コンサルティング営業部

経営企画部

業務部

コンプライアンス・リスク統括部

引受部

引受審査部

監査部

経

営

統

括

本

部

経営管理部

山梨本店

人財開発部

名古屋本店
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４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決 

 権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

１．株式会社しずおかフィナンシャルグループ     80,000  株  100.00 ％ 

計 1 名 80,000 100.00 

 

５．役員の氏名又は名称 

（2024 年 3 月 31 日現在） 

役 職 名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

 

代表取締役社長 

 

大 石   実 

 

有 

 

常 勤 

取 締 役 

常 務 執 行 役 員 

 

千 葉 訓 也 

 

無 

 

   常 勤 

取 締 役 

常 務 執 行 役 員 

 

平 野 博 喜 

 

無 

 

   常 勤 

取  締  役 

執 行 役 員 

 

山 下 貴 洋 

 

無 

 

   常 勤 

 

取 締 役 

 

炭 山 直 哉 

 

－ 

 

非常勤 

 

取 締 役 

 

小 杉 伊知郎 

 

－ 

 

非常勤 

 

常 勤 監 査 役 

 

鈴 木 英 幸 

 

－ 

 

常 勤 

 

監 査 役 

 

本 城 史 朗 

 

－ 

 

非常勤 

 

監 査 役 

 

清 川 公 一 

 

－ 

 

非常勤 

                                

６．政令で定める使用人の氏名 

（１）金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名  

（2024 年 3 月 31 日現在） 

氏  名 役 職 名 

河 村 達 哉 コンプライアンス・リスク統括部長 

 

７．業務の種別 

   金融商品取引業 

（法第 2 条第 8 項第 1 号から第 3 号、第 6 号、第 8 号および第 9 号、第 13 号、第 16 号および第

17 号） 

○有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

○有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又は代理 

○取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引ならびに外国金融商品市

場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理 

○有価証券の引受け 

○有価証券の売出し 
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○有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

 ○有価証券関連取引に係る顧客資産の分別管理 

〇投資助言・代理業務 

付随業務（法第 35 条第 1 項） 

○有価証券に関する顧客の代理業務 

○受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いにかかわる代理業務 

○投資証券等に係る金銭の分配、払戻金もしくは残余財産の分配または利息もしくは 

償還金の支払に係る代理業務 

○累積投資契約の締結業務 

○有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

 

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本  店 

本店営業部 

清 水 支 店 

藤 枝 支 店 

島 田 支 店 

静岡駅南支店 

沼 津 支 店 

富 士 支 店 

三 島 支 店 

熱 海 支 店 

横 浜 支 店 

横 浜 支 店 小 田 原 営 業 所

浜 松 支 店 

掛 川 支 店 

磐 田 支 店 

浜松北支店 

浜松西支店 

浜北中央支店 

山 梨 本 店 

名古屋本店 

〒420-0853 静岡市葵区追手町 1番 13号 

〒420-0853 静岡市葵区追手町１番 13号 

〒424-0812 静岡市清水区小芝町 2番 1号 

〒426-0034 藤枝市駅前 1丁目 6 番 4号 

〒427-0022 島田市本通 3丁目 6 番の 2 

〒422-8067 静岡市駿河区南町 11番 1号 

〒410-0055 沼津市高島本町 1番地の 1 

〒417-0055 富士市永田町 1丁目 70 番地 

〒411-0838 三島市中田町 10番 29 号 

〒413-0013 熱海市銀座町 14番 8号 

〒220-0011 横浜市西区高島 2丁目 19番 12 号 

〒250-0011 小田原市栄町 1丁目 1番 15 号 

〒430-0944 浜松市中央区田町 322 番地の 7 

〒436-0056 掛川市中央 1丁目 22 番地の 10 

〒438-0073 磐田市二之宮東 1番地 1 

〒433-8114 浜松市中央区葵東 1 丁目 5番 2号 

〒432-8033 浜松市中央区海老塚 1丁目 13番 1号 

〒434-0038 浜松市浜名区貴布祢 318 番地の 1 

〒400-0031 甲府市丸の内 1丁目 20 番 8 号 

〒460-0003 名古屋市中区錦 3丁目 19番 17 号 

 

９．他に行っている事業の種類 

事業の種類 届出・承認年月日 開始年月日 

該当なし － － 

 

 １０．苦情処理及び紛争解決の体制 

２０１１年４月１日付で、特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（以下 

「ＦＩＮＭＡＣ」という）との間で特定第一種金融商品取引業務に係る手続実施基本契約を締 

結し、以降、ＦＩＮＭＡＣを利用。 

また、２０２０年１０月２３日付で、静岡県弁護士会あっせん・仲裁センター（以下「セン 

ター」という）との間で投資助言・代理業務に係る協定書を締結し、苦情処理及び紛争解決に 

ついては、センターを利用している。 
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１１．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

（１）金融商品取引業協会の名称 

    日本証券業協会 

 

（２）対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

     該当なし 

 

１２．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

    該当なし 

 

１３．加入する投資者保護基金の名称 

    日本投資者保護基金 

 

Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

１－１．事業の経過およびその成果 

当事業年度におけるわが国経済は、物価上昇の影響を受ける中、所得環境の改善が進まなかった 

ことにより個人消費は伸び悩み、景気回復は足踏み状態となりました。 

しかし、5月に新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行したことに伴い、訪日外客数が増 

加するなど人流が回復し、インバウンド消費はコロナ禍の落ち込みから急拡大したほか、半導体供 

給網の改善もあり、景気を下支えしました。 

 

国内株式市場では、日経平均株価が 34 年ぶりに史上最高値を更新するなど堅調な相場状況となり 

ました。為替市場での円安進行や海外投資家の日本株買い、米国の長期金利低下などにより株価は 

上昇傾向となり、期末の日経平均株価は 40,369 円 44 銭（前年度末比+12,327 円 96 銭）を付けまし 

た。為替市場は、円安傾向に推移しました。米国では高インフレ抑制のため、連邦準備制度理事会 

（FRB）により利上げを進めた結果、長期金利の上昇が続いた一方、日本ではイールドカーブ・コン 

トロールによる長期金利の上昇を抑制した結果、日米金利差が拡大し、対ドルレートは速いペース 

で円安方向に動き、期末には 151 円 31 銭（前年度末比+18 円 52 銭）を付けました。 

 

このような中で当社は、しずおかフィナンシャルグループの証券会社として静岡銀行と連携する 

と共に、「静岡・山梨アライアンス」および「静岡・名古屋アライアンス」の一環として山梨中央銀 

行、名古屋銀行とも連携し、地域のお客さまの資産運用ニーズに応じた幅広い商品・サービスの提 

供に注力してまいりました。主な営業項目のうち、株式投信の販売額は 2,191 億円（前年度比 18.0% 

増）、株式等委託手数料は 5億 48百万円（同 32.1%増）、トレーディング損益は 8億 11 百万円（同 

65.6%減）となりました。 

この結果、当事業年度の営業収益は 75億 29 百万円（前年度比 12.8%増）、これに対して販売費・ 

一般管理費は取引関係費を中心に 55 億 43 百万円（同 12.9%増）となり、経常利益は 20 億 1 百万円 

（同 12.2%増）、法人税等差引き後の当期純利益は 14 億 24 百万円（同 14.6%増）となりました。な 

お、利益剰余金は 247 億 47 百万円（同 5.0%増）となりました。また、営業基盤では、本年 3月末 

の口座数は 95,064 口座（前年度末比 2.3％増）、預り資産残高（時価ベース）については、株式は 

2,142 億円（同 31.7%増）、投信 7,775 億円（同 41.6%増）、債券は 2,937 億円（同 12.5%減）となり、 

全体では 1兆 2,855 億円（同 22.8%増）となりました。 
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（１）経営成績等の推移                         （単位：百万円） 

 
2022 年 3月期 2023 年 3月期 2024 年 3月期 

資 本 金 3,000 3,000 3,000 

発行済株式総数 80,000 株 80,000 株 80,000 株 

営 業 収 益 7,455 6.676 7,529 

(受入手数料) 4,471 4,313 6,716 

(委託手数料) 506 415 548 

(引受け・売出し・特

定投資家向け売付け

勧誘等の手数料) 

 

25 

 

25 

 

24 

(募集・売出し・特定

投資家向け売付け勧

誘等の取扱い手数料) 

 

1,975 

 

1,582 

 

3,316 

(その他の受入手数料) 1,964 2,290 2,827 

  （信託報酬） 1,831 2,007 2,502 

 （その他手数料） 133 283 324 

(トレーディング損益) 2,969 2,360 811 

(株券等) 127 16 45 

(債券等) 2,881 2,330 769 

(その他) △39 14 △3 

純営業収益 7,455 6,676 7,529 

経 常 利 益 2,320 1,783 2,001 

当期純損益 1,608 1,242 1,424 

（注）純営業収益＝営業収益－金融費用 

 

 

（２）有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の推移                   （単位：百万円） 

 
2022 年 3月期 2023 年 3月期 2024 年 3月期 

 自 己 14,622 1,800 5,107 

 委 託 111,373 125,791 185,745 

   計 125,995 127,591 190,853 
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、 

売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況  

（単位：百万円） 

 

 

区 分 

 

 

 

引受高 

 

 

売出高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

 

募集の

取扱高 

 

売出しの

取扱高 

私募の取

扱高 

特定投資家向

け売付け勧誘

等の取扱高 

 

 

 

 

2024 年 

3 月期 

株 券 471 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

国債証券 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

地 方 債 

証 券 
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

特殊債券 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

社 債 券 1,600 14,768 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

受益証券 ‐ ‐ ‐ 381,111 ‐ 85,146 ‐ 

そ の 他 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

合 計 2,071 14,768 ‐ 381,111 ‐ 85,146 ‐ 

 

 

 

 

2023 年 

3 月期 

株 券 409 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

国債証券 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

地 方 債 

証 券 
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

特殊債券 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

社 債 券 2,000 40,322 ‐ ‐ ‐ 39,199 ‐ 

受益証券 ‐ ‐ ‐ 252,199 ‐ 118,688 ‐ 

そ の 他 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

合 計 2,409 40,322 ‐ 252,199 ‐ 157,887 ‐ 

 

 

 

 

2022 年 

3 月期 

株 券 834 ‐ ‐ 706 ‐ ‐ ‐ 

国債証券 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

地 方 債 

証 券 
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

特殊債券 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

社 債 券 100 25,920 ‐ 100 ‐ 71,121 ‐ 

受益証券 ‐ ‐ ‐ 312,331 ‐ 62,628 ‐ 

そ の 他 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

合 計 934 25,920 ‐ 313,138 ‐ 133,750 ‐ 
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（３）その他業務の状況 

    該当なし 

 

 

（４）自己資本規制比率の状況                 （単位:％，百万円） 

 
2022 年 3月期 2023 年 3月期 2024 年 3月期 

自己資本規制比率 

（Ａ／Ｂ×100） 
       1,720.8%        1,913.7%        1,903.9% 

固定化されていない 

自己資本（Ａ） 

25,999 27,176 28,357 

リスク相当額合計（Ｂ） 1,510 1,420 1,489 

 市場リスク相当額 37 32 17 

取引先リスク相当額 169 179 183 

基礎的リスク相当額 1,304 1,208 1,288 

 

 

（５）使用人の総数及び外務員の総数                  （単位：名） 

区     分 2022 年 3月期 2023 年 3月期 2024 年 3月期 

使  用  人 333 325 344 

（うち 外 務 員） 325 319 333 

 

 

（６）役員の業績連動報酬の状況 

   該当なし 



-  - 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況                      

貸 借 対 照 表 

                                                                             （単位：百万円） 

資  産  の  部  資  産  の  部 

科       目 
前事業年度  

科       目 
当事業年度

事 業 年 度 （2023.3.31）  （2024.3.31） 

流   動   資   産  40,444   流   動   資   産  50,386  

 現 金 ・ 預 金                          14,929    現 金 ・ 預 金                          11,610  

 預 託 金             19,000    預 託 金             34,000  

   顧 客 分 別 金 信 託            19,000      顧 客 分 別 金 信 託            34,000  

 トレ ーディング商 品             359    トレ ーディング商 品             346  

  商 品 有 価 証 券 等           

    デ リ バ テ ィ ブ 取 引            

 353 

5 

    商 品 有 価 証 券 等           

  デ リ バ テ ィ ブ 取 引            

 346 

- 

 

  約 定 見 返 勘 定             61     約 定 見 返 勘 定             61  

 募 集 等 払 込 金             651    募 集 等 払 込 金             2,194  

 有   価   証     券  5,000    有 価 証 券                1,500  

 前    払   費    用  21    前 払 費 用  24  

  未   収  入   金  38     未 収 入 金  58  

  未   収  収   益  381     未 収 収 益             588  

 そ の 他 の 流 動 資 産             0    そ の 他 の 流 動 資 産             0  

         

固   定   資   産  377   固   定   資   産  381  

 有 形 固 定 資 産             122    有 形 固 定 資 産             121  

  建 物                    58     建 物                    63  

  器 具 ・ 備 品            64     器 具 ・ 備 品            58  

 無 形 固 定 資 産             86    無 形 固 定 資 産             82  

  電 話 加 入 権            11     電 話 加 入 権            11  

  ソ フ ト ウ ェ ア  65     ソ フ ト ウ ェ ア  70  

    ソフトウェア仮勘定  8       

 投 資 そ の 他 の 資 産 

  投 資 有 価 証 券 

 167 

- 

   投 資 そ の 他 の 資 産 

  投 資 有 価 証 券 

 176 

- 

 

  長 期 差 入 保 証 金            17     長 期 差 入 保 証 金            17  

  長 期 前 払 費 用            18     長 期 前 払 費 用            18  

  繰 延 税 金 資 産  131     繰 延 税 金 資 産  141  

資 産 合 計  40,821   資 産 合 計  50,767  
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貸 借 対 照 表 

                                                                       （単位：百万円） 

負  債  の  部  負  債  の  部 

科       目 
前事業年度  

科       目 
当事業年度

事 業 年 度 （2023.3.31）  （2024.3.31） 

流   動   負   債  13,100   流   動   負   債  21,846  

 トレ ーディング商 品             - 

- 

 

   トレ ーディング商 品             0 

 

 

 

  デ リ バ テ ィ ブ 取 引            -     デ リ バ テ ィ ブ 取 引            0  

 約  定  見  返  勘  定  -    約  定  見  返  勘  定  -  

  預 り 金             12,609     預 り 金             20,938  

    顧 客 か ら の 預 り 金            11,661       顧 客 か ら の 預 り 金            18,338  

    そ の 他 の 預 り 金            948       そ の 他 の 預 り 金            2,600  

 未    払    金  234    未    払    金  554  

 未 払 費 用  1    未 払 費 用  1  

 未 払 法 人 税 等             243    未 払 法 人 税 等             342  

 役 員 賞 与 引 当 金               11    役 員 賞 与 引 当 金  9  

そ の 他 の 流 動 負 債             0   そ の 他 の 流 動 負 債             1  

固   定   負   債  145   固   定   負   債  158  

 退 職 給 付 引 当 金             128    退 職 給 付 引 当 金             151  

 役員退職慰労引当金  12    役員退職慰労引当金  3  

  そ の 他 の 固 定 負 債  3     そ の 他 の 固 定 負 債  4  

特 別 法 上 の 準 備 金 

 

 11   特 別 法 上 の 準 備 金  14  

 金融商品取引責任準備金  11    金融商品取引責任準備金  14  

負 債 合 計  13,257   負 債 合 計  22,020  

純 資 産  の  部  純 資 産  の  部 

科       目 
前事業年度  

科       目 
当事業年度

事 業 年 度 （2023.3.31）  （2024.3.31） 

株 主 資 本  27,563   株 主 資 本  28,747  

 資   本   金  3,000    資   本   金  3,000  

資 本 剰 余 金  1,000   資 本 剰 余 金  1,000  

  資 本 準 備 金  1,000     資 本 準 備 金  1,000  

利 益 剰 余 金  23,563   利 益 剰 余 金  24,747  

  そ の 他 利 益 剰 余 金 

  

 23,563     そ の 他 利 益 剰 余 金 

  

 24,747  

 繰 越 利 益 剰 余 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

 23,563 

- 

- 

   繰 越 利 益 剰 余 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

 24,747 

- 

- 

 

純 資 産 合 計  27,563   純 資 産 合 計  28,747  

負 債 ・ 純 資 産 合 計  40,821   負 債 ・ 純 資 産 合 計  50,767  
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損 益 計 算 書 

                                                                    （単位：百万円） 

科     目 

前事業年度 
 

科     目 

当事業年度 
自 2022.4.1 

 
自 2023.4.1 

至 2023.3.31 
 

至 2024.3.31 

  営 業 収 益  6,676   営 業 収 益  7,529  

   受 入 手 数 料           4,313    受 入 手 数 料           6,716  

   トレーディング損益  2,360    トレーディング損益  811  

   金 融 収 益           1    金 融 収 益           1  

   金 融 費 用           -    金 融 費 用           -  

  純 営 業 収 益                6,676   純 営 業 収 益                7,529  

   販売費・一般管理費  4,911    販売費・一般管理費  5,543  

    取 引 関 係 費          1,359     取 引 関 係 費          1,781  

    人 件 費          2,226     人 件 費          2,345  

    不 動 産 関 係 費          381     不 動 産 関 係 費          397  

    事 務 費          747     事 務 費          811  

    減 価 償 却 費          67     減 価 償 却 費          63  

    租 税 公 課          70     租 税 公 課          71  

     その他の販管費・一般管理費  58   その他の販管費･一般管理費  73  

  営 業 利 益                  1,764   営 業 利 益  1,985  

  営 業 外 収 益  19   営 業 外 収 益  16  

  営 業 外 費 用  0   営 業 外 費 用  1  

 経 常 利 益  1,783   経 常 利 益  2,001  

 特 別 利 益  -   特 別 利 益  -  

 特 別 損 失  -   特 別 損 失  3  

 金融商品取引責任準備金繰入  -   金融商品取引責任準備金

繰 入 

 3  

 税 引 前 当 期 純 利 益  1,783   税 引 前 当 期 純 利 益  1,997  

 法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税  564   法人税・住民税及び事業税  583  

 法 人 税 等 調 整 額  △23   法 人 税 等 調 整 額  △10  

 当 期 純 利 益  1,242   当 期 純 利 益  1,424  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

営

業

損

益

の

部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

経

常

損

益

の

部 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 

前事業年度（2022.4.1～2023.3.31）                    （単位：百万円） 

 株 主 資 本 

 

資本金 

 

資 本 剰 余 金 

 

利 益 剰 余 金 

資 本 

準備金 

資 本 

剰余金 

合 計 

その他 

利益剰余金 
利 益 

剰余金 

合 計 
繰越利益 

剰余金 

当 期 首 残 高 3,000 1,000 1,000 22,360 22,360 

当 期 変 動 額      

剰余金の配当 - - - △40 △40 

当 期 純 利 益 - - - 1,242 1,242 

株主資本以外の

項目の当期変動

額 （ 純 額 ） - - - - - 

当期変動額合計 - - - 1,202 1,202 

当 期 末 残 高 3,000 1,000 1,000 23,563 23,563 

 

  

株主資本 

 

評価・換算差額等 

 

 

純資産 

合 計   

株主資本 

合 計 

 

その他有価証 

券評価差額金 

 

評価・換算差 

額等合計 

 

当 期 首 残 高 

 

26,360 

 

- 

 

- 

 

26,360 

 

当 期 変 動 額 

 

 

 

 

 

 

 

 

剰余金の配当 

 

△40 

 

- 

 

- 

 

△40 

当 期 純 利 益 

 

1,242 

 

- 

 

- 

 

1,242 

株主資本以外の

項目の当期変動

額 （ 純 額 ） 

 

 

- 

 

 

- 

 

 

- 

 

 

- 

 

当期変動額合計 

 

1,202 

 

- 

 

- 

 

1,202 

 

当 期 末 残 高 

 

27,563 

 

- 

 

- 

 

27,563 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

  

当事業年度（2023.4.1～2024.3.31）                    （単位：百万円） 

 株 主 資 本 

 

資本金 

 

資 本 剰 余 金 

 

利 益 剰 余 金 

資 本 

準備金 

資 本 

剰余金 

合 計 

その他 

利益剰余金 
利 益 

剰余金 

合 計 
繰越利益 

剰余金 

当 期 首 残 高 3,000 1,000 1,000 23,563 23,563 

当 期 変 動 額      

剰余金の配当 - - - △240 △240 

当 期 純 利 益 - - - 1,424 1,424 

株主資本以外の

項目の当期変動

額 （ 純 額 ） - - - - - 

当期変動額合計 - - - 1,184 1,184 

当 期 末 残 高 3,000 1,000 1,000 24,747 24,747 

 

  

株主資本 

 

評価・換算差額等 

 

 

純資産 

合 計   

株主資本 

合 計 

 

その他有価証 

券評価差額金 

 

評価・換算差 

額等合計 

 

当 期 首 残 高 

 

27,563 

 

- 

 

- 

 

27,563 

 

当 期 変 動 額 

 

 

 

 

 

 

 

 

剰余金の配当 

 

△240 

 

- 

 

- 

 

△240 

当 期 純 利 益 

 

1,424 

 

- 

 

- 

 

1,424 

株主資本以外の

項目の当期変動

額 （ 純 額 ） 

 

 

- 

 

 

- 

 

 

- 

 

 

- 

 

当期変動額合計 

 

1,184 

 

- 

 

- 

 

1,184 

 

当 期 末 残 高 

 

28,747 

 

- 

 

- 

 

28,747 
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〔財務諸表の作成について〕 

当社の貸借対照表及び損益計算書は、「会社計算規則」のほか「金融商品取引業等に関す

る内閣府令」（平成 19年 8 月 6日内閣府令第 52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関

する規則」（平成 29 年 2 月 9 日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しており

ます。 

なお、記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

2023 年 3月期 2024 年 3月期 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 

（１）トレーディング商品に属する有価証券等の

評価基準及び評価方法 

トレーディング商品に属する有価証券及

びデリバティブ取引等については時価法

を採用しております。 

（２）トレーディング商品に属さない有価証券等

の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券 

① 市場価格のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価をもっ

て貸借対照表価額とし、取得原価との評価

差額を全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法を採用しております。 

② 市場価格のないもの 

   移動平均法による原価法を採用しており

ます。 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 

（１）トレーディング商品に属する有価証券等の

評価基準及び評価方法 

（同左） 

 

 

（２）トレーディング商品に属さない有価証券等

の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

   （同左） 

 

 

 

②市場価格のないもの 

   （同左） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

主として、定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

 

建物    ３～１８年 

構築物     ２０年 

    器具・備品 ３～２０年 

 

 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

   

   但し、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

（同左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）無形固定資産 

   （同左） 
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３．引当金の計上基準 

（１）役員賞与引当金 

  役員に対する賞与の支払に備えるため、支 

給見込額に基づき計上しております。 

 

（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末に

おける退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。退職給付引当金及び退職

給付費用の計算には、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする

方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

（３）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役 

員退職慰労金規程に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 

（４）金融商品取引責任準備金 

  事故による損失に備えるため、金融商品取 

引法第４６条の５及び金融商品取引業等

に関する内閣府令第１７５条に定めると

ころにより算出した額を計上しておりま

す。 

 

４．収益の計上基準 

（１）有価証券等の売買等の取引の媒介、取次、

または代理を行うサービスについては、顧

客からの注文に基づいて取次サービス等

を提供する履行義務を負っております。 

当該履行義務は、顧客の注文が取引成立

（約定）する一時点において充足されると

判断し、約定日時点で収益を認識しており

ます。 

（２）受益証券等の販売・募集の取扱いおよび追

加設定の申し込み事務サービスについて

は、主に受益証券等または投資証券等の募

集若しくは売出しの取扱いサービス等を

提供する履行義務を負っております。 

当該履行義務は、顧客の注文が取引成立

（約定）する一時点において充足されると

判断し、約定日時点で収益を認識しており

ます。 

（３）その他の受入手数料については、主に投資

信託の信託報酬であり、収益分配金および

償還金・一部解約金の支払い、運用報告書

等の各種書類の交付、口座内のファンドの

管理および事務手続サービス等を、各営業

日において提供する履行義務を負ってお

ります。 

当該履行義務は、サービスが顧客に移転す

３．引当金の計上基準 

（１）役員賞与引当金 

   （同左） 

 

 

（２）退職給付引当金 

（同左） 

 

 

 

 

 

 

（３）役員退職慰労引当金 

   （同左） 

 

 

 

（４）金融商品取引責任準備金 

   （同左） 

 

 

 

 

４．収益の計上基準 

（同左） 
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る事で充足されると判断し、日々、信託財

産の純資産総額が確定する時点で収益を

認識しております。 

 

5．その他計算書類作成のための基本となる重要

な事項 

（１）消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜

方式によっております。 

  

[貸借対照表に関する注記]   （単位：百万円） 

１．有形固定資産の減価償却累計額    269 

 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

（１）短期金銭債権          18,811 

（２）短期金銭債務             68 

 

[損益計算書に関する注記]   （単位：百万円） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業収益               10 

営業費用              955 

  営業取引以外の取引による取引高 

   営業外収益             1 

 

[株主資本等変動計算書に関する注記] 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び 

総数 

  普通株式           80,000 株 

 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 
株

式

の

種

類 

 

配当金の 

総額 

(百万円) 

 

配当の

原資 

 

一株当

たり配

当額

(円) 

 

基準日 

 

効力発生

日 

普

通

株

式 

 

40 

 

利益剰
余金 

 

500 

 

2022 年 

3月31日 

 

2022 年 

6月 23日 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、

配当の効力発生日が翌期となるもの 
株

式

の

種

類 

 

配当金の 

総額 

(百万円) 

 

配当の

原資 

 

一株当

たり配

当額

(円) 

 

基準日 

 

効力発生

日 

普

通

株

式 

 

40 

 

利益剰
余金 

 

500 

 

2023 年 

3月31日 

 

2023 年 

6月 22日 

 

 

 

 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要 

な事項 

（１）消費税等の会計処理 

   （同左） 

 

 

[貸借対照表に関する注記]   （単位：百万円） 

１．有形固定資産の減価償却累計額    300 

 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

（１）短期金銭債権          12,091 

（２）短期金銭債務             129 

 

[損益計算書に関する注記]   （単位：百万円） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業収益                 6 

営業費用            1,238 

  営業取引以外の取引による取引高 

   営業外収益             1 

 

[株主資本等変動計算書に関する注記] 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び

総数 

  普通株式           80,000 株 

 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 
株

式

の

種

類 

 

配当金の 

総額 

(百万円) 

 

配当の

原資 

 

一株当

たり配

当額

(円) 

 

基準日 

 

効力発生

日 

普

通

株

式 

 

 

240 

 

利益剰
余金 

 

3,000 

 

2023 年 

3月31日 

 

2023 年 

6月 22日 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、

配当の効力発生日が翌期となるもの 
株

式

の

種

類 

 

配当金の 

総額 

(百万円) 

 

配当の

原資 

 

一株当

たり配

当額

(円) 

 

基準日 

 

効力発生

日 

普

通

株

式 

 

1,424 

 

利益剰
余金 

 

17,804 

 

2024 年 

3月31日 

 

2024 年 

6月 21日 
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額             

   該当なし 

 

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を 

除く。）の取得価額、時価及び評価損益 

   該当なし 

 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除 

く。）の契約価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

５．財務諸表に関する監査法人等による監査の有無 

当社の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書等については、「会社法第 436 

条 2 項」の規程に基づき、有限責任監査法人トーマツの監査証明を受けております。 

 

 

Ⅳ．管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

お客さまからのご意見・苦情等につきましては、営業推進部を受付部署とし、迅速・

公平かつ適切な対応を図る観点から、営業推進部がお客さまからの苦情等に関する

対応方針を決定し、当該方針に基づいて、関係部署を指導監督するとともに、対応

の進捗状況を管理しています。 

内部管理におけるコンプライアンス（法令遵守）につきましては、常に最重要課題

の一つとして社内に徹底しておりますが、弊社における内部管理体制につきまして

は、経営の最上位意思決定機関としてコンプライアンス・リスク会議を設けるほか、

具体的な内部管理につきましては、下記の通りコンプライアンス・リスク統括部に

おいて一元的に行っております。 

  営業推進部           ……… お客さまからの苦情対応                   

（℡ 054-254-6111） 

コンプライアンス・リスク統括部 ……… 有価証券等の売買状況に係る考査・ 

指導業務 

……… インサイダー取引等、株価形成に関する 

動向把握・監視業務 

                                    ……… 紛争対応 

（℡ 054-250-8832） 
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２．分別管理等の状況 

（１）金融商品取引法第 43 条の 2の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

                  （単位：百万円） 

項   目 2023年3月31日現在

の金額 

2024年3月31日現在

の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金

必要額 

13,362 18,414 

顧客分別金信託額 19,000 34,000 

期末日現在の顧客分別金必要額 11,663 18,349 

 

② 有価証券の分別管理の状況 

イ 保護預り有価証券 

有価証券の種類 
2023 年 3月 31 日現在 2024 年 3月 31 日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株 券 株数  114,613 千株 207 千株  126,481 千株 160 千株 

債 券 
額面 

金額 
25,454 百万円 308,286 百万円 30,034 百万円 260,749 百万円 

受益証券 口数 563,420 百万口 
 

2,622 百万口 

 

666,543 百万口 
 

3,467 百万口 

 

そ の 他 数量 ‐ ‐ ‐ ‐ 

 

ロ 受入保証金代用有価証券 

  該当なし 

 

   ハ 管理の状況 

 
保管場所及び国名 保管方法 区  分 

2023年3月31日 

現在 

2024年3月31日 

現在 

 

  

証券保管振替機構 
（国名：日本） 

振替決済 

株  券 114,613千株 126,481千株 

債  券 25,454百万円 30,034百万円 

受益証券 563,420百万口 666,543百万口 

そ の 他 ‐ ‐ 

SMBC NIKKO BANK 

(Luxembourg) S.A. 
混蔵保管 

株  券 ‐ ‐  

債  券 ‐ ‐ 

受益証券 2,622百万口 3,467百万口 

そ の 他 ‐ ‐ 

  株  券 ‐ ‐  
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Mitsubishi UFJ Investor 

Service & Banking 

(Luxembourg) S.A. 

 

混蔵保管 

債  券 

1,235,276千USD 

9,240千AUD 

408,800千BRL 

1,019,400千INR 

469,800千MXN 

121,618,000千円 

 

1,155,351千USD 

5,528千AUD 

62,960千BRL 

-千INR 

307,100千MXN 

80,377,000千円 

 

受益証券 ‐ ‐ 

そ の 他 ‐ ‐ 

 

三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰ証券 

株式会社（国名：日本） 

 

混蔵保管 

株  券 207千株 160千株 

債  券 38,700千USD        1,200千USD 

受益証券 
11,834口(USD) 

6,564口(AUD) 

10,082口(USD) 

5,246口(AUD) 

そ の 他 ‐ ‐ 

 

（２）金融商品取引法第 43 条の 2の 2の規定に基づく区分管理の状況 

  ① 商品顧客区分管理信託の状況 

     該当なし 

 

   ② 有価証券等の区分管理の状況 

     該当なし 

 

（３）金融商品取引法第 43 条の 3の規定に基づく区分管理の状況 

  ① 法第 43 条の 3第 1項の規定に基づく区分管理の状況 

該当なし 

 

  ② 法第 43 条の 3第 2項の規定に基づく区分管理の状況 

該当なし 

 

 Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 １．企業集団の構成 

    該当なし 

 

  ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事業所の所在地、資本金の額、事業の

内容等 

   該当なし 


